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工法の概要

※α=150　β＝1.0　γ=0.2　Ap100％

ケンマⅡ工法

ケンマⅡ工法は、鋼管に2枚の半円状の翼を取りつけ、

回転貫入装置を備えたくい打ち機によって鋼管を回転させて地盤中に貫入し、

これをくいとして利用する工法である。

くい先端部の加工は、指定製造会社で適正な品質管理下で製造され、

品質の高いくい材の供給が可能となっている。

確実な打ち止め管理のもと地盤の支持力の確保を実現している。

本工法は、中～小規模建築物基礎を対象とした

鋼管ぐい工法の開発を目的としたものであり、

1つのくい径に対して、複数の翼部径を用意することで、

設計荷重に応じた選択肢の広いくい設計を可能にしている。

さらに、くい先端部をピース化することで、材料コストの低減を図っている。

ケンマⅡ工法は、ケンマ工法（TACP-0520、0521、平成29年7月25日）で培った技術・実績をもとに、

適用範囲の拡大を目指してくい径の追加を行って、新工法としたものである。

1-1

押込み方向 Pushing

TACP-0628 , TACP-0629



国土交通大臣認定書

押込み方向 Pushing

1-2

認定番号：T A C P - 0 6 2 8 取得年月日：2 0 2 1 年 1 月 2 5 日

認定番号：T A C P - 0 6 2 9 取得年月日：2 0 2 1 年 1 月 2 5 日

4 KENMA      CONSTRUCTION  METHODⅡ
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地盤の長期許容支持力の算出式

材料から決まる長期許容支持力の算出式

押込み方向 Pushing

1-3

Ⅱ
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ケンマパイル認定寸法及びN値の適用範囲

押込み方向 Pushing

1-4
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押込み方向 Pushing

1-4
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押込み方向 Pushing

地盤から決まる杭の長期許容支持力Ra1-5
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押込み方向 Pushing

1-5
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材料から決まる長期許容支持力と
短期ねじり強さ

押込み方向共通 Pushing & pulling

2-1

STK490

杭軸径（mm）

杭軸厚（mm）

長期鉛直支持力(KN)

短期ねじり強さ(KN・m)

杭軸径（mm）

杭軸厚（mm）

長期鉛直支持力(KN)

短期ねじり強さ(KN・m)

杭軸径（mm）

杭軸厚（mm）

長期鉛直支持力(KN)

短期ねじり強さ(KN・m)

STK400
101.6 114.3 139.8 165.2

355.6 406.4

101.6 114.3 139.8 165.2

355.6 406.4

4.5

179

11.1

6.0

264

14.2

4.2

145

8.2

5.7

220

10.6

4.5

215

17.0

6.6

364

23.8

5.0

289

26.5

7.1

466

36.2

9.3

632

45.6

6.4

811

163.4

7.9

1,056

199.1

9.5

1,328

236.2

11.1

1,609

272.3

12.7

1,899

307.3

15.1

2,352

358.0

16.0

2,500

376.4

6.4

919

214.9

7.9

1,195

262.3

9.5

1,498

311.7

12.7

2,135

406.8

16.0

2,875

500.1

19.0

3,423

580.7

4.2

202

11.3

5.7

304

14.2

4.5

248

15.4

6.0

365

19.7

4.5

297

23.5

6.6

504

32.9

5.0

400

36.7

7.1

644

50.1

9.3

874

63.1

6.4

1,121

226.0

7.9

1,461

275.4

9.5

1,836

326.7

11.1

2,225

376.5

12.7

2,626

425.0

15.1

3,253

495.1

16.0

3,457

520.6

6.4

1,271

297.1

7.9

1,652

362.7

9.5

2,072

431.0

12.7

2,952

562.7

16.0

3,976

691.6

19.0

4,734

803.1

6.0

370

31.2

190.7

5.3

356

37.3

7.0

517

48.5

6.0

357

42.3

8.2

636

55.6

杭軸径（mm）

杭軸厚（mm）

長期鉛直支持力(KN)

短期ねじり強さ(KN・m)

杭軸径（mm）

杭軸厚（mm）

長期鉛直支持力(KN)

短期ねじり強さ(KN・m)

杭軸径（mm）

杭軸厚（mm）

長期鉛直支持力(KN)

短期ねじり強さ(KN・m)

6.0

512

43.2

190.7

5.3

492

52.2

7.0

716

67.1

6.0

493

58.5

8.2

879

76.2

216.3

5.8

624

73.7

8.2

983

100.8

12.7

1,614

146.5

6.0

653

76.0

10.3

1,297

122.9

4.5

443

58.3

267.4 318.5

5.8

548

82.7

6.6

648

93.3

8.0

830

111.3

9.3

1,005

127.5

12.7

1,461

167.5

6.0

674

122.6

9.0

1,124

178.7

10.3

1,332

202.0

12.7

1,729

243.4

14.3

1,985

270.0

16.0

297.1

-

6.0

572

85.4

9.5

1,203

187.7

267.4 318.5

5.8

758

114.4

6.6

897

129.0

8.0

1,147

154.0

9.3

1,389

176.4

12.7

2,020

231.7

6.0

931.9

169.5

9.0

1,555

247.1

10.3

1,841

279.4

12.7

2,391

336.7

14.3

2,745

373.3

16.0

3,078

411.0

6.0

792

118.1

9.5

1,664

259.6

216.3

4.5

320

42.1

5.8

451

53.3

8.2

710

72.8

12.7

1,167

105.9

10.3

938

88.8

6.0

472

55.0



11KENMA      CONSTRUCTION METHOD

フーチングの仕様2-2

鋼材の腐食しろに関する規定

鋼管杭の腐食については、各種地盤に設置された腐食試験用L型杭に対する腐食の実測調査から、以

下の事項が指摘されている。

1）鋼材の腐食は実測された10年間にわたる年間両面腐食率も平均値を設置された条件を考慮せずに

機械的に求めると0.0106mmとなる。

2）全試験杭中、最大の年間両面腐食率の値は0.0297mmである。

実測された年間腐食率の標準偏差は0.005mmであるので、腐食率の最大値は平均値プラス4倍の標

準偏差を超えない。

3）年間の腐食率は、杭設置後の経過年数とともに減少する。

これらの事項によれば、腐食しろとしては、従慣用的に用いられた2mmを小さくすることが可能で、通常

の場合は杭の外側1mmを腐食しろとして考慮すればよい。この値は、平均値プラス2倍の標準偏差の値、

0.02mmの年間両面腐食率を設定し、腐食が杭の設置後の経過年数によらず一様な速さで進むとした場

合、50年経過した後の腐食しろの値である。ここでの腐食率は、鋼管の両面の腐食の和を示しているが、

ここでは安全側の評価を行う事とし、鋼管杭の外側に腐食しろを考慮する。日本建築センター発行「地震

力に対する建築物の基礎の設計指針(平成3年)」による。

鋼管杭の腐食については、建築分野における通常の場合、

鋼管の外側1mmを腐食しろとして考慮すればよいとされています。

杭材の腐食について

共通 Pushing & pulling



本工法に用いる基礎ぐいは、鋼管（ϕ101.6、ϕ114.3、
ϕ139.8、ϕ165.2、ϕ190.7、ϕ216.3、ϕ267.4、ϕ
318.5、ϕ355.6、ϕ406.4）の先端に鋼管径の1/2の
開口を設けてある半円形の翼2枚を水平軸に対して
13°の勾配で取り付けている。翼は、くい軸にスリット
をあけ内側外側それぞれに溶接することで構成される。
本工法では、翼部を取り付けた下ぐいを単体で用いるか
（ストレートくい）、または翼部を必要とする深度に到達
させるために、下ぐいに１本以上のくい（中ぐい、上ぐ
い）を継いで用いる。くい軸は溶接継手又は機械式継
手（第三者機関の評価を受けたもの）によって延長させ
る。翼部を取り付けた長さ30㎝以上50㎝以下のくい
を先端ピースといい、工場溶接を行ってくいを継ぎ足し
3ｍ以上として下ぐいとする。

12 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

杭の構成

先端ピースの形

共通 Pushing & pulling

2-3

スリット15°

羽根が厚い
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主要素管及び先端部単位重量2-4

ケンマパイル先端ピース主要素管
長さ 300mm

共通 Pushing & pulling
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基礎ぐい先端付近の地盤の種類は砂質地盤(礫質地盤を含む)とする。基礎ぐい周囲の地盤の種類は砂質地

盤あるいは粘土質地盤とする。

なお、地盤の種類は、建築基礎構造設計指針（日本建築学会：2019改定）に従い「地盤材料の工学的分類

法」（地盤工学会基準：JGS0 0 51- 2 0 0 9）および「岩盤の工学的分類法」（地盤工学会基準：

JGS3811-2004）の分類表に基づいて分類されたものである。基礎ぐいの先端付近の地盤において、砂質地

盤とは砂質土に区分される地盤であり、礫質地盤とは礫質土に区分される地盤である。また、基礎ぐいの周囲

の地盤において、砂質地盤とは砂質土か礫質土に区分される地盤であり、粘土質地盤とは粘性土に区分され

る地盤である。

押込み方向 Pushing

適用する地盤基礎ぐいの種類

適用する地盤の種類

適用する建物の規模

延べ面積が500,000m2以下の建築物とする。

13.2

くい軸径D(mm)

最大施工深さ(m)

1-6

基礎ぐいの最大施工深さ

500,0000m0m0005 2以下以下

14.8 18.1 21.4 24.7 28.1 34.7 41.4 46.2 52.8

101.6 114.3 139.8 165.2 190.7 216.3 267.4 318.5 355.6 406.4

（くい施工地盤面から）
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基礎ぐいの材質

くい軸本体部
(鋼管部)

くい軸本体部
(先端部)

翼部

掘削刃

JIS G 3444 (2016)　一般構造用炭素鋼鋼管
STK400　 STK490

MSTL－0542　基礎ぐい用高張力鋼管
HU590

MSTL－0543　基礎ぐい用高張力鋼管
HU590

MSTL－0419　基礎ぐい用高張力鋼管
SEAH590

JIS A 5525 (2019)  鋼管ぐい
SKK400・SKK490

JIS G 3444 (2016)　一般構造用炭素鋼鋼管
STK400　 STK490

JIS G 3106 (2015)　溶接構造用圧延鋼材 　
SM490A　SM520C

JIS G 3101 (2015)　一般構造用圧延鋼材 　
SS400

JIS G 3101 (2015)　一般構造用圧延鋼材 　
SS400

JIS G 3106 (2015)　溶接構造用圧延鋼材 　
SM490A

共通 Pushing & pulling

2-5

①基礎ぐいの種類

本工法に使用するくい材は、建築基準法施行令第90条、平成12年建設省告示第2464号第1、第2、平成13

年国土交通省告示第1113号第8第1項第八号に基づき鋼材の許容応力度が規定された鋼管及び、鋼材を使

用する。

くい材の材質は、JIS認証品もしくは適合品、国土交通大臣の認定を受けた材料とする。

基礎ぐいの構造方法

基礎ぐいの材質



本工法に用いる基礎ぐいは、鋼管(φ101.6、φ114.3、φ139.8、φ165.2、φ190.7、φ216.3、φ

267.4、φ318.5、φ355.6、φ406.4)の先端に鋼管径の1/2の開口を設けてある半円形の翼2枚を水平

軸に対して13°の勾配で取り付けている。翼は、くい軸にスリットをあけ内側外側それぞれに溶接すること

で構成される。

本工法では、翼部を取り付けた下ぐいを単体で用いるか(ストレートくい)、または翼部を必要とする深度に

到達させるために、下ぐいに1本以上のくい(中ぐい、上ぐい)を継いで用いる。くい軸は溶接継手または

機械式継手（第三者機関の評価を受けたもの）によって延長させる。

翼部を取り付けた長さ30cm以上50cm以下のくいを先端ピースといい、工場溶接を行ってくいを継ぎ足し

3m以上として下ぐいとする。

ケンマパイルの図解①

16 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

共通

2-6

STK400 STK490

STK400 STK490

HU590 SEAH590 SKK400 SKK490

STK400 STK490 HU590 SEAH590 SKK400 SKK490

下ぐい

中ぐい・上ぐい

STK400
STK490

ストレートくい(下ぐいのみ)

STK400 STK490

ストレートくい(下ぐいのみ)

STK400 STK490 HU590 SEAH590 SKK400 SKK490

下ぐい

STK400
STK490

STK400 STK490 HU590 SEAH590 SKK400 SKK490

中ぐい・上ぐい



くい先端部の形状を示す。翼部に15度の扇型形状のスリットとくい軸鋼管内側に掘削刃を溶接している。

掘削刃は鋼管と翼に接する部分はすべてすみ肉溶接を行う。
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ケンマパイルの図解②2-6　

下面矢視方向

上面矢視方向

掘削刃

スリット15°

共通 Pushing & pulling



翼部②を鋼管①のスリット部に挿入し、
鋼管①と翼部②を溶接取付

1と同様に翼部③を鋼管①の
スリット部に挿入し、溶接取付

鋼管部①

先端ピースの組立図 翼部溶接後、掘削刃④を
溶接取付

翼部③ 掘削刃④

翼部②

18 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

12mm
(+2, 0) 

5

f

g

i

j k 

t1+3

e
h

共通 Pushing & pulling

1 2

ケンマパイルの図解③2-6

4455°°

① ②

②

④

①

③



押込み方向 Pushing

基礎ぐいの先端支持力係数αの算定位置は、基礎ぐいの先端より1Dw上方としている。また、基礎ぐい

先端付近のＮの算定範囲はくい軸本体下端より下方へ1Dw、上方へ1Dwの範囲としている。

基礎ぐいの構造

19KENMA      CONSTRUCTION METHOD

4/2DwAp

1-7

Dw 



本工法の工事施工者及び施工管理者は、一輝株式会社が組織するケンマ工法技術委員会

が承認する指定施工会社及び施工管理者とする。施工に関する指導、教育、改善及び不具

合再発防止などは、本委員会で行う。また、地盤の許容支持力については、一輝株式会社

（愛知県名古屋市東区矢田二丁目十番八号）が責任を負う。

その他

ケンマⅡ工法により施工される基礎ぐいの許容支持力を定める際に求める長期ならびに短

期に生じる力に対する地盤の許容支持力は、単ぐいとしての性能を示している。

工法の特長及び施工管理者

20 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

共通 Pushing & pulling

2-7

工事施工者及び施工管理者

ケンマパイルの独自翼部形状により、貫入性及び施工性を最も重視した杭となりました。

業界最大引抜き力 κ75 を取得。数字が示すように、最も地震に強く、最も抜けない杭です。

翼部をAP(有効断面積)100%取得した事により杭軸部径を考慮しないサイズダウン設計を可能にし
低コストを実現します。

確実で分かりやすい打ち止め管理方法です。別添資料に軸部径ごとの標準回転トルク値を採用しました。

上記４点の特長を生かしケンマⅡ工法を広めていきたいと思います。

認定取得者として並々ならぬ心構えで臨みます。

またケンマⅡ工法では信頼を生む「施工管理」「品質管理」「工法管理」に徹底して取り組んでいきます。

そして、それを取り扱う「人と人との繋がり」を大切にし、信頼される工法にしていきます。

1

2

3

4

羽根が厚い



本工法における施工上の確認事項を以下の1)～3)に示す。なお、これらの確認事項以外の施工に関する事項(事前調査、施工計
画、施工方法、安全対策)については、一輝株式会社が定めた「ケンマⅡ工法施工指針(2020年10月20日)」に従うものとする。

くい先端より下方に5Dw(Dw：翼部径)以上の範囲(以下、くい先端下部地盤)における地盤情報を把握し、
αが適用できる地盤であることを地盤調査により確認する。ただし、くい先端下部地盤における地盤情報
が既往の調査等により明らかな場合は、この限りでない。

試験ぐいは、現場において最初に施工するくいとし、地盤調査位置近傍で1本以上実施する。試験ぐいに
よって確認する事項を以下に示す。
① 回転貫入状況
設計深度付近まで0.1～0.2m 毎に回転トルクを計測し、このトルクと地盤調査結果を照合してN値に応
じて回転トルクが変化していることを確認する。
② 設計深度付近における回転トルクの確認
設計深度付近において、回転トルクがP24に示す軸部径ごとの標準回転トルク値以上であることを確認す
る。また、試験ぐいの回転貫入中に、回転トルクがくい材の短期許容ねじり強さを超えないように管理する。
③ 試験ぐいの打ち止め
設計深度付近に達した後は、回転貫入機の施工速度を低速にし、回転トルクが標準回転トルク値以上であ
ることを確認しながら、1Dw貫入して打ち止めとする。
1Dw貫入中に回転貫入量が著しく減少して1回転当たりの貫入量が翼部厚さ未満となる時、あるいは、くい
体の短期ねじれ強さを超えるおそれがある時は、回転トルクが標準回転トルク値以上であることを確認し
て、打ち止め時の回転トルクを記録して打ち止めとする。
④ 管理トルク値の設定
試験ぐい打ち止め時の回転トルクと標準回転トルク値との平均値を管理トルク値として、本ぐいの打ち止
め管理を行う。ただし、くい径が318.5mm以上のときは、本ぐいの打ち止め時の管理トルク値は、試験ぐい
打ち止め時の回転トルクの80％とする。なお、試験ぐいが複数本の場合の打ち止め時の回転トルクの扱い
は、以下とする。
（1）打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の80％以上の時は、最小値とする。
（2）打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の80％未満の時は、平均値とする。
⑤ その他
回転トルクが標準回転トルク値未満であっても、1回転当たりの貫入量が翼部厚さ未満になった場合は回
転貫入を中止し、打ち止めとする。ただし、地盤調査結果から、明らかにくい先端が設計支持地盤に達して
いると判断出来る場合に限る。

① 設計深度付近における回転トルクの確認
くい先端が設計深度付近に到達時に、回転トルクが試験ぐいの打ち止め回転トルクと標準回転トルク値と
の平均値以上であることを確認する。
② 本ぐいの打ち止め
試験ぐいと同様な回転トルクの増大傾向を確認しながら1Dw貫入し、回転トルクが管理トルク値以上で
あることを確認して打ち止めとする。
1Dw貫入中に、1回転あたりの回転貫入量が著しく減少して、翼部厚さ未満となる時、あるいは、くい体の
短期許容ねじり強さを超えるおそれがある時は、回転トルクが管理トルク値以上であることを確認して、
打ち止めとすることができる。
また、本ぐいの回転貫入中に、回転トルクがくい材の短期許容ねじり強さを超えないように管理する。
③ その他
設計深度付近で回転トルク値が管理トルク値未満であっても、1回転当たりの貫入量が翼部厚さ未満と
なる場合は、回転貫入を中止し、打ち止めとする。ただし、地盤調査結果から、明らかにくい先端が設計支
持地盤に達していると判断できる場合に限る。

施工管理①
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2-8

1) 地盤調査

2) 試験ぐいの
　 打ち止め
　 管理方法　

3) 本ぐいの
打ち止め
管理方法

共通

(a)

(ｂ)

(ｃ)

(ｄ)
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共通 Pushing & pulling

試験ぐいの打ち止め管理方法

施工管理②2-8

試験ぐいは現場において最初に施工するくいとし

地盤調査位置近傍で一本以上実施する

回転貫入

標準回転トルク値以上のトルクを確認（カタログP24に示す）

試験ぐいが、複数本の場合の打ち止め時の回転トルクの扱いは以下とする

①打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の80％以上の時は最小値とする

②打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の80％未満の時は平均値とする

（尚、試験ぐいが複数本となるケースとして近隣のボーリング調査及び地層が不均等の場合等に採用する）

設計深度付近
※設計深度から１Dｗの間

打ち止め時の回転トルクを記録
※上記の打ち止めが不可能の場合はP21(a)、(b)を採用する

設計深度で打ち止め
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本ぐいの打ち止め管理方法

施工管理③2-8

共通 Pushing & pulling

最初に管理トルク値（打ち止め時）の設定をする

Φ101.6～Φ267.4

（試験ぐいの打ち止め時の回転トルク+ 標準回転トルク値）÷２＝管理トルク値

回転貫入

(試験ぐいの回転トルク＋標準回転トルク値)÷２以上のトルクを確認

設計深度で管理トルク値の確認をして打ち止め
※上記の打ち止めが不可能の場合はP21(c)、(d)を採用する

設計深度付近
※設計深度から１Dｗの間

Φ318.5～Φ406.4

試験ぐいの打ち止め時の回転トルクの80％＝管理トルク値　　
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共通 Pushing & pulling

施工管理④2-8

101.6
5.0
5.2
5.4
5.6
5.8
6.0
6.2
6.4
6.7
6.9
7.1
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114.3
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216.3
9.5
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14.4
14.9
15.3
15.8
16.2
16.7
17.1
17.6
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18.5
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19.4
19.8
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23.9
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19.2
19.9
20.5
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22.4
23.0
23.6
24.3
24.9
25.5
26.1
26.8
27.4
28.0
28.7
29.3
30.0
30.5
31.2
31.8
32.4
33.0
33.7
34.3
35.0
35.6
36.2
36.8
37.5
38.1
38.7
39.4
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318.5
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16.4
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21.8
22.6
23.4
24.0
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25.7
26.5
27.2
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28.8
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30.3
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32.0
32.7
33.4
34.2
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35.8
36.6
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39.7
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45.9
46.6
47.4
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49.7
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44.0
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20.0
21.1
22.2
23.3
24.4
25.6
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現場施工管理値

くい材の
受け入れ

準備工事

くいの
建て込み

くいの
回転貫入

継手の施工*

打ち止め

施工完了

・くい各部寸法、数量

・くい芯の設定

　　　　　　　　　　　　　
・リーダーの鉛直性
・くい建込み精度
・深度0の設定

・くいの固定
・オーガトルク値

・裏当て金物の寸法
・形状

・継ぐいの建込み精度

・接続部目違い

・ルート間隔

・溶接状況

・くい先端深度
・1Dw貫入確認
・管理トルク値

・くい頭レベル

・偏芯量

工程 管理項目 管理方法 管理値

・搬入時にスケール、ノギス等で計
測
・目視による検査

・くい芯より90度方向に逃げぐい
(鉄筋棒)を2点打っておく

・くい打ち機本体に装備された
リーダーの傾斜計で直角2方向に
ついて確認
・水準器をくい側面にあて、直角2
方向から確認
・くい打機で設定0

・振れ止め装置を用いる
・施工管理装置の油圧モーター出
力値を確認

・目視、ノギス、スケール等

・水準器で直角2方向から確認

・ノギス等

・ノギス等

・資格確認
・目視

・施工管理装置の深度計で確認
・1Dw以上貫入しているか確認
・施工管理装置でオーガトルク値
の表示及び記録

・レベルによる確認

・逃げぐいから確認

2-9

共通

・くいの仕様書，施工計画書にくい
径・厚さ・長さ・翼部の寸法が合って
いること
・材質、数量に誤りがないこと
・中ぐい、上ぐいに開先が取れてい
ること
 (厚さ9mm未満については不要)
・変形の無いこと

・くい芯位置が設計通りであること

・傾斜確認
・傾斜が1/100以内
・くい先端が設計GLにきた時に管
理装置の深度0とする

・くいの短期ねじり強さ以下

・くい径にあっていること
・くい内セット時の間隔が3mm以
下であること

・傾斜が1/100以内

・2mm以下

・3～5mm

・JIS Z3801等の資格もしくは特
別教育修了者
・異常なアンダーカット、割れ等が
ないこと

・くい先端が設定深度付近まで貫
入していること
・回転トルクが試験ぐいの打ち止め
回転トルクと標準回転トルク値との
平均値以上であることを確認する
・管理トルク値以上

・0～－20mm以内(くい頭処理後)

・100mm以内(ただし、特記仕様書
に記載のある場合はその数値とす
る。)
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押込み方向共通 Pushing & pulling

継手の施工は、通常、溶接継手（被覆アーク溶接またはセルフシールドアーク溶接）または機械式継手（第三者機関の評
価を受けたもの）とし、溶接継手の方法については以下に示す。また、機械式継手の場合は、その施工要領に応じた管理
を行うこととする。

(1) 現場溶接が可能な材質
現場溶接が可能な材質は、STK400、STK490、HU590、SKK400、SKK490とし、SEAH590の溶接は工場溶接
のみとする。

(2) 溶接作業
作業可能な位置で貫入をやめ、裏当て金物を介して接続する側のくいの鉛直性と密着具合を確認し、全周アーク溶接
を行う。溶接部に付着したゴミ、汚れ等は十分に除去し、水分がある場合は乾燥させる。裏当て金物の図と材料の例を
Ｐ27に示す。

(3) 開先とルート間隔
開先は鋼管の厚さが9mm未満については、必要ないものとする。9mm以上については、開先を取らなければならない。
ルート間隔は、鋼管の厚さに関わらず、3～5mmとする。

(4) 溶接材料
溶接材料はくい軸部と同じ引張り強さのものを用いることとする。溶接材料は濡らさないように注意し、一度吸湿した
溶接材料は使用禁止とする。

(5) 溶接工
溶接工はJIS Z3801及びJIS Z3841に定められた試験に合格した者、又は、労働安全衛生法アーク溶接の特別教育を
修了し、継続してくいの溶接作業に従事している者とする。

(6) 溶接環境
降雨、降雪時や、10m/sec以上の強風が吹いている場合は、原則として溶接を行わない。ただし、溶接部分が天候の
影響を受けないような処置を施す場合はこの限りではない。気温が＋5℃以下の時は溶接を行わない。ただし、気温が
＋5℃から－10℃の場合で、溶接部から100mm以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱されている場合は差し支えない。

(7) 溶接部検査と対策
溶接部分に割れやアンダーカット等がないことを目視にて確認する。欠陥を発見した時は、その部分を完全に除去し、
再溶接する。

(8)HU590（MSTL-0542,0543基礎ぐい用高張力鋼管）の継手施工における留意点
HU590の溶接は半自動溶接とし、ガスシールドアーク溶接用ワイヤは、JIS Z3313(軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用
アーク溶接フラックス入りワイヤ)の規定に適合するもので、鋼管ぐいの現場円周溶接に適したものを用いる。該当す
るワイヤの代表的な種類の記号は、T59*T*-1**-**-***、T59J*T*-1**-***、T62*T*-1**-***などである。
鋼管ぐいの現場縦継ぎ溶接部の品質を確保するための溶接環境を以下に示す。
天候の影響を受けやすい室外作業では溶接上不利な条件とならないように十分な配慮が必要である。溶接部および
その近接の冷却速度が溶接部の性能に与える影響は大きく、上記(6)記載の溶接環境を遵守するものとする。なお
SEAH590（MSTL-0419基礎ぐい用高張力鋼管）の溶接は工場溶接（下向き）とする。

継手の施工2-10
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種類 幅 厚さ（t₃）

SS400
JIS G3101

50 (+10、－10） 3.8

（単位：ｍｍ）

裏当て金物の例

裏当て金物の材料寸法例

施工方法

共通 Pushing & pulling

2-10

くいの固定 回転貫入 貫入完了 くい頭処理
STEP01 STEP02 STEP03 STEP04

01

くい先端部をくい芯ず
れ防止装置に固定し、く
い芯位置にセットする。

STEP

くいの鉛直性とくい芯
位置に注意しながらく
いを回転させ、地中へ
貫入させる。

STEP02

設計深度付近におい
て回転トルク値及び回
転貫入量を確認し、貫
入を完了する。

STEP03

切断装置にて所定の位
置でくい頭を切断する。

STEP04
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ケンマⅡ工法施工写真（黒板手順）①

共通 Pushing & pulling

くい材の受け入れ検査状況 -1 くい材の受け入れ検査状況 -2
����

��
����

��

くい材の受け入れ検査状況 -3 くい芯セット
����

�	
����

�


建込み確認 鉛直確認
����

��
����

��

※黒板はケンマ工法を引用 　別途アップ写真が必要です

2-11
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ケンマⅡ工法施工写真（黒板手順）②

回転貫入状況 -1　 回転貫入状況 -2
����

�

����

��

裏当てリング使用 ルート間隔確認
����

��
����

��

溶接状況 溶接完了
����

��
����

��

※黒板はケンマ工法を引用 　別途アップ写真が必要です

共通 Pushing & pulling

2-11
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押込み方向共通 Pushing & pulling

ケンマⅡ工法施工写真（黒板手順）③

建込み確認 鉛直確認
����

�	
����

�


回転貫入完了 レベル確認
����

��
����

��

偏芯確認 施工完了
����

�

����

��

※黒板はケンマ工法を引用 　別途アップ写真が必要です

2-11
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主要施工機械

13.9~41.6ｋN・ｍ

対応する杭本体径

オーガ回転トルク

165.2以下

20.1~60.1ｋN・ｍ

対応する杭本体径

オーガ回転トルク

190.7以下

共通 Pushing & pulling

2-12

DHJ08SP-5SP
4.2t 仕様機

DHJ08-5SP6 DHJ-12
6t 仕様機 10t.m 仕様機

対応する杭本体径 318.5以下対応する杭本体径

46~139ｋN・ｍオーガ回転トルク

DHJ-15
14t.ｍ仕様機

32.8~98.3ｋN・ｍ

対応する杭本体径

オーガ回転トルク

267.4以下

対応する杭本体径 406.4以下対応する杭本体径

96~397ｋN・ｍオーガ回転トルク

DHJ25-5SP40

対応する杭本体径 355.6以下対応する杭本体径

91~276ｋN・ｍオーガ回転トルク

DHJ25-5SP



引抜き方向

32 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

PullingPulling

P U L L I N G
引抜き方向　
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※κ=75　λ＝1.0　μ=0.2　Ap100％

改1

引抜き方向 Pulling

工法の概要　　　　

建築技術性能証明

3-1

ケンマⅡ工法（引抜き方向）

ケンマⅡ工法(以下、本工法と称す)は、鋼管に2枚の半円状の翼を取りつけ、回転貫入装置を備えたくい

打ち機によって鋼管を回転させて地盤中に貫入し、これを引抜き方向のくいとして利用する工法である。

本工法は、くいの押込み方向の地盤の許容支持力に関して、大臣認定(TACP-0628,0629)を取得している

回転貫入ぐい工法であり、この証明内容はくいの引抜き方向の地盤の許容支持力に関するものである。

くい径を114.3～406.4mmのみとしていることなどが押し込み方向の適用範囲と異なる事項である。

（押込み方向は101.6ｍｍ～406.4ｍｍ）

本工法は中～小規模建築物基礎を対象とした鋼管ぐい工法の開発を目的としたものであり、1つのくい径

に対して、複数の翼部径を用意することで、設計荷重に応じた自由度の大きいくい設計を可能にしてい

る。さらに、くい先端部をピース化することで、材料コストの低減を図っている。

くい先端部の加工は、指定製造会社で適正な品質管理下で製造され、品質の高いくい材の供給が可能と

なっている。

くい先端部を開端とすることで施工性の向上を図るとともに、確実な打ち止め管理のもと地盤の引抜き

方向の支持力の確保を実現している。



引抜き方向引抜き方向 Pulling

GBRC  性能証明 第 17 - 3 2 号  改 1  取得年月日：2 0 2 1 年 1 月 2 5 日

建築技術性能証明書（引抜き方向）3-2

34 KENMA      CONSTRUCTION METHODⅡ
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引抜き方向

Ⅱ

地盤から決まる引抜き方向の短期許容支持力 tRa

地盤の短期許容支持力の算出式3-3



引抜き方向 Pulling

36 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

性能証明寸法及び Nt の適用範囲3-4



適用する建物の規模

延べ面積が500,000m2以下の建築物とする。

500,0000m00m,0055 22以下以下下

37KENMA      CONSTRUCTION METHOD

基礎ぐい先端付近の地盤の種類は砂質地盤(礫質地盤を含む)、粘土質地盤とする。 基礎ぐい周囲の地盤の

種類は砂質地盤、粘土質地盤とする。

なお、地盤の種類は、建築基礎構造設計指針（日本建築学会：2019 改定）に従い「地盤材料の工学的分類

法」（地盤工学会基準：JGS0 0 51- 2 0 0 9）および「岩盤の工学的分類法」（地盤工学会基準：

JGS3811-2004）の分類表に基づいて分類されたものである。

基礎ぐいの先端付近の地盤において、砂質地盤とは砂質土に区分される地盤であり、礫質地盤とは礫質土に

区分される地盤であり、粘土質地盤とは粘性土か軟岩系岩盤（泥岩）に区分される地盤である。ある。また、基

礎ぐいの周囲の地盤において、砂質地盤とは砂質土か礫質土に区分される地盤であり、粘土質地盤とは粘性

土に区分される地盤である。

適用地盤

地盤に接する最小くい長

地盤に接する最小くい長は、3.3m と 7Dw の大きい方とする。なお、地震時に液状化のおそれのある地盤があ

る場合には、対象土層下端から最小深さを確保することとする。液状化が生じるか否かは設計者が判断する。

引抜き方向 Pulling

基礎ぐいの最大施工深さ

18.1 21.4 24.7 28.1 34.7 41.4 46.2 52.8

139.8 165.2 190.7 216.3 267.4 318.5 355.6 406.4114.3

14.8

（くい施工地盤面から）

適用範囲②3-4



引抜き方向 Pulling

38 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

地盤から決まる短期許容支持力tRa3-5
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引抜き方向 Pulling

3-5



引抜き方向 Pulling

40 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

基礎ぐいの構造①
基礎ぐい先端付近のNtの算定範囲はくい軸本体下端より上方へ3Dwの範囲としている。

下記の図に基礎ぐいの構造と先端の有効面積Aptの扱い方を示す。

くい打ち止め時に先端が設計深度まで到達しなかった(高止まり)場合は、改めて先端付近のNtを算出し、

支持力に問題ないことを確認する。支持力が不足する場合は、設計者と協議を行う。

3-6

くい頭レベル
くい施工地盤面

くい軸本体

く
い
施
工
深
さ

く
い
長

1D
w3D
w

1Dw
翼部径

基礎ぐいの
先端レベル

くい軸本体下端

Apt ₂ー ₂)／4
D

Dw

DDDDDDDDD

基
礎
ぐ
い
先
端
付
近
の

N
tの
算
定
範
囲

摩
擦
を
考
慮
す
る
範
囲
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引抜き方向 Pulling

くい引抜き時の先端上部地盤の耐力

基礎ぐいの構造②3-6

＋ ＋ W ･････ (4-2)

くいに引抜き方向の力が加わったときに、くい先端翼より上部の地盤の抵抗機構を仮定し、くいの引抜き載

荷試験結果から得られたくい先端の支持力係数κが地盤のせん断破壊で決まっていないことを確認する。

下記の図にくいの引抜きに対する地盤の抵抗機構を示す。引抜き時の抵抗機構は、引抜き荷重がくい先端

(ここでは翼部取付位置)から直上の設計支持層内(実際の根入れ長)を1:2の勾配で伝わり、設計支持層上

部から地上に向け鉛直に伝わると仮定する。このときの地盤の抵抗力F は、根入れした支持層のせん断力

Fτ1、支持層上端より上の土層のせん断力Fτ2 および下記の図に示した破壊想定面内の土の全重量W 

の和と考える。（式（４-2））



引抜き方向 Pulling

42 KENMA      CONSTRUCTION METHOD

根入れした支持層のせん断力 Fτ1
支持層のせん断強さは、支持層が砂質地盤・礫質地盤のときは、

τ1 = ( 1－ sinφ)×σ' ×tanφ (kN/m2) ･･････････ (4-3)で計算する。

ここに、σ'は根入れした土層の中間深度までの有効土被り圧、φは根入れした土層の内部摩擦角で平均N 値から

式(4-4)で計算する。

φ = √20Ｎ + 15° ･･･････････････ (4-4)

ここで、N は根入れした土層の平均N 値とする。支持層が粘性土地盤のときは、

τ1=N×6.25 (kN/m2) ･･････････ (4-5)

で計算する。ここに、N は根入れした部分の平均N 値とする。せん断力Fτ1 は、式(4-6)で計算する。

Fτ1=τ1×S1 ･･････････ (4-6)

ここに、S1はくい先端(ここでは翼部取付位置)から設計支持層上端まで1:2の勾配で結んだ円錐台の周面積。ただ

し、支持層が砂質地盤、礫質地盤、洪積粘土以外のときは、θ=0度とし、翼部径の周面積とする。

支持層上端より上の土層のせん断力 Fτ2
支持層上端より上の土層のせん断強さτ2 は、土層の構成土質によって，式(4-3)または式(4-5)で計算する。せん断

力Fτ2 は、砂質地盤・礫質地盤および粘性土地盤の土層別の合計とし，式(4-7)で計算する。

Fτ2 = Σ(τ2 × S2) ･･････････ (4-7)

ここで、S2 はくい先端(ここでは翼部取付位置)から設計支持層上端まで1:2 の勾配で結んだ設計支持層上端部に

できた円を直径とする円柱の土層ごとの周面積。ただし、支持層が砂質地盤、礫質地盤、洪積粘土以外のときは、θ

=0 度とし、翼部径の周面積とする。

なお、地震時に液状化のおそれのある地盤がある場合には、対象土層およびそれより上層

のτ2 は0 とする。液状化が生じるか否かは設計者が判断する。

破壊想定面内の土の全重量W

破壊想定面内の土の全重量 W 算定のための土の単位体積重量をγt (kN/m3)とし，地下水位以下ではγt ' =γt

－10 (kN/m3)とする。なお、有効土被り圧の算定時についても、このγ t またはγt' を用いるものとする。

支持層の土の重量W1 は、式(4-8)で計算する。

W1 = γt' × V1 ･･････････ (4-8)

ここで、V1 はくい先端(ここでは翼部取付位置)から設計支持層上端まで1:2 の勾配で結んだ円錐台の体積からく

い軸部の体積を差し引いた土の体積。ただし、支持層が砂質地盤、礫質地盤、洪積粘土以外のときは、θ=0 度と

し、翼部径を直径とする円柱の体積とする。

基礎ぐいの構造③3-6
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引抜き方向 Pulling

引抜き考慮時に施工配慮すべき事項

支持層上端より上の土の重量W2(地下水以下)、W3(地下水以上)は式(4-9)、(4-10)で計算する。

W2 = Σ(γt' × V2 ) ･･････････ (4-9)

W3 = Σ(γt × V3 ) ･･････････ (4-10)

ここで、V2 は地下水以下におけるくい先端(ここでは翼部取付位置)から設計支持層上端まで1:2 の勾配で結んだ

設計支持層上端部にできた円を直径とする円柱の体積からくい軸部の体積を差し引いた土層ごとの体積。ただし、

支持層が砂質地盤、礫質地盤、洪積粘土以外のときは、θ=0 度とし、翼部径を直径とする円柱の体積とする。

同様に、V3 は地下水位以上の土層ごとの体積とする。

破壊想定面内の土の全重量W は、式(4-11)で計算する。

W = W1 + W2 +W3 ･･････････ (4-11)

設計引抜き力

設計引抜き力は、設計指針に規定する式(4-1)と地盤の短期抵抗力の小さい方(4-12)とする。

設計引抜き力 = min ( tRa，F ) (kN)･････････ (4-12)

引抜き支持力考慮時に施工上配慮すべき事項

3-7

LcquLsNsAptNttRa
3
2 Wp   (kN)  (4-1) 

本工法の施工指針は、令和3年1月25日に大臣認定を取得したケンマⅡ工法（TACP-0628，0629）に準拠している。

大臣認定を取得した内容に対して、引抜き支持力考慮時に施工上配慮すべき事項を以下に示す。

(1) 設計支持層の回転貫入について

・地盤への貫入は、地盤を乱さないように留意して行う。

・オーガ等による先行掘削は行わない。

(2) 溶接施工について

・継手の溶接施工は、十分な品質管理のもとに行う。

・590材の現場溶接については、溶接ワイヤの選定方法に留意する。
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施工管理組織

本工法における施工および施工管理は、ケンマ工法技術委員会が教育・指導して、指定した指定施工会社

が行う。

※教育・指導⇒ケンマⅡ工法の設計及び施工技術の指導および研修会を行う。

指定製造会社

指定製造会社の指定

指定製造会社への指導
製造検査報告書の提出

ケンマ工法技術委員会
一輝(株)及び指定施工会社の中から、一輝(株)が承認した者から構成される。

指定施工会社の認定

施工管理技術者の教育指導・認定

指定施工会社および指定施工管理者への技術的指示

不具合再発防止の徹底

施工報告書の検収、承認

施工実績の定期監査

施工実績の報告

施工計画書の提出

施工記録の提出

不具合の報告

材料の供給
指定施工会社

※指定施工会社
工事を遂行する十分な施工機器、施工体制、組織力を有する施工会社を、本工法の指定施工会社に指定する。

※指定製造会社
くいを製造するにあたり十分な製作機器、体制、組織力を有する製造会社を、本工法の指定製造会社に指定する。

全物件の施工計画書・施工

記録に関する検収実績報告

書の提出

総括管理
一輝(株)

発注者
本工法の地盤の許容支持力については

一輝(株)が責任を負うものとする。

O
rganization

共通

2-13



ケンマⅡ工法 

信頼を生む「施工管理」「品質管理」「工法管理」

住     所

T   E   L

F   A   X

M A I L

〒461-0040
名古屋市東区矢田二丁目10番8号

052-725-3085

052-725-8469

info@ikki218.com

代理店及び協力会社




